
 
 

 

第５回バイオマス事業化戦略検討チームの概要 

 

１ 日 時：平成24年 4月 11日（水）10:00～12:30 

２ 場 所：中央合同庁舎第２号館地下1階第２会議室 

３ 出席者： 

（委員）五十嵐委員、大原委員、神谷委員、坂西委員、迫田委員、塚本委員、徳岡委員、中

村一夫委員、野村委員、薬師堂委員、横山委員、澤委員、中村徹委員、幡多委員、

八村委員、山田委員、吉田委員、堀委員 

（ゲスト）富山グリーンフードリサイクル（株）浅野副社長、富山市環境部黒田班長、吉田

鹿追町長、川崎バイオマス発電（株）村上所長、住友共同電力（株）亀井経営管理

部主任部員、グリーン・サーマル（株）滝沢代表取締役、（独）科学技術振興機構

岡谷参事役・室長 

４ 議 題 

（１） 企業・自治体等におけるバイオマス利活用の取組状況について 

（２） その他 

５ 概 要： 

【要 旨】 

・ ＪＸ日鉱日石エネルギー(株)、鹿島建設(株)、富山市・富山グリーンフードリサイクル

(株)、北海道鹿追町、住友共同電力(株) ・川崎バイオマス発電（株）、（株）グリーン

発電会津、（独）科学技術振興機構から、バイオマス関連事業・研究の取組状況や事業化

の課題等について説明があり、意見交換。 

・ 次回会合は４月27日（金）に開催予定。 

【主な発言】 

＜事業化・政策支援＞ 

（全般） 

・ 実現可能なバイオガス事業の形態は、①食品工場で発生する加工残さのリサイクル事業、

②食品廃棄物のリサイクル事業、③下水汚泥と他のバイオマスの混合利活用事業の３つ。 

 

（食品廃棄物） 

・ 生ごみのバイオガス化事業のためには、生ごみのバイオマスとしての分別回収が課題（自

治体への分別回収リサイクル義務化、地域に則したバイオガス事業）。 

・ メタンガス発生量を増大させるため、施設の改良技術が必要。また、生ごみをきっちり

分別回収できるとは限らないため、堆肥化以外の道も模索する必要。 

・ 食品バイオガス化事業の成立には、①事業が成立する処理単価の設定（民間と自治体処

理費が競合）、②設備投資に対する補助制度（初期、改修）、③排出事業者とバイオガス

購入者へのインセンティブ（バイオガス買取制度、CO2削減優遇税）が必要。 



（下水汚泥） 

・ 日本独自の事業モデルとして下水処理場を地域のバイオマス利活用の拠点に位置付けけ

られないか（バイオマスセンター化、補助制度一本化、自治体内部の縦割りの解消等）。 

 

（家畜排せつ物） 

・ 家畜ふん尿のバイオガス化事業は、家畜ふん尿の適正処理、生ごみ・汚泥の資源・エネ

ルギー利用等を通じた生活環境の改善、循環型社会の形成、農業の競争力強化、地球温暖

化防止の意義と役割があるが、施設建設費のコストダウン、国産技術の確立、適切な固定

買取価格の設定、プラント運営管理者の人材育成等が課題。 

 

（木質バイオマス発電） 

・ 廃木材等の木質バイオマス発電事業の普及拡大のためには、発電用燃料に係る廃掃法上

の取扱い（有価物性等）の明確化のためのガイドライン、食品リサイクル法（サーマルリ

サイクルを再生利用実施率にカウント）及び工場立地法（発電所敷地の緑地規制）の規制・

運用緩和、発電用燃料（枝葉等）を供給する川上の体制整備への支援、税制の改善（事業

税、事業所税等）、グリーン電力設備要件（バイオマス混焼率 60%以上）の緩和、バイオ

マス専焼灰の肥料活用の推進等が必要。 

・ 山林未利用バイオマス発電事業は、山林に放置されている間伐材と製材用木材の一体的

な利用による山の再生、地域活性化、地球環境保全の効果があるが、未利用材の購入費（買

取価格の約７割）が山に還元され地域活性化の原資となるような買取価格と長期の買取期

間（20年）の設定が必要。 

 

＜技術（製造）＞ 

・ 競争力のある一貫生産プロセス開発のための研究体制を構築するためには、要素技術の

開発段階から産学官の強力な連携や長期の研究開発への継続的支援が必要。 

・ 微細藻類については、大学や公的研究機関による品種改良、ＧＭ、新種の収集・保存、

品種の優劣比較、屋外フィールド研究で生じる課題の解決など、基盤強化研究体制の構築

と当該研究に対する継続的支援が必要。 

 

＜バイオ燃料＞ 

・ バイオ燃料と既存燃料との供給コスト差を考慮し、特に事業立上げ時におけるインセン

ティブ付与等による導入・普及促進が必要。 

・ ETBEは、現行ガソリンと同様の品質管理、既存インフラの利用が可能等の理由から導入

されているが、地産地消の燃料を否定するものではない。 

 

 



＜海外展開＞ 

・ 海外における栽培適地の確保など、開発輸入を視野に入れた官民一体となった戦略の構

築が必要。 

・ ODA を活用した途上国でのバイオマス利活用の国際共同研究の拡充や円借款の活用など

途上国のバイオマス資源の事業化へ向けた官民連携の強化が必要。 

―以上― 


